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○議長（大西慶治君） 日程第３６ 「一般質問」を行います。 

 通告の順に発言を許します。 

 ここでお断りを申し上げます。質問は通告のとおりとし、会議規則第５６条

の規定により質問及び答弁を含め、一人６０分とし、内容の変更、追加、関連

質問は原則として認めないこととします。 

 質問も答弁も要領よくお願いいたします。 

 通告順１番 山本勝征議員の一般質問を行いますので、山本議員は質問席へ

移動してください。 

 

          （３番 山本勝征議員） 

 

○議長（大西慶治君） それでは、通告順１番 山本勝征議員の発言を許可し

ます。 

 山本議員。 

○３番（山本勝征君） それでは、３月定例会の一般質問、議席番号３番の山

本勝征が行いたいと思います。 

 今日は町長に２点ほどと、教育長に１点ほどの質問をしたいと、このように

思っております。まず町長に、戸別所得補償制度についてということで質問し

たいと思います。 

 ２００９年８月３０日の衆議院議員総選挙の結果、政権交代がありました。

民主党のマニュフェストに盛り込まれた農業者戸別所得補償制度が、２０１０

年度から先行導入されております。 

 水田作を対象として、総額５６１８億円であり、同制度に参加するすべての

米農家には、全国一律に定額補償１反あたり１万５０００円が支払われます。

対象農家は約１８０万戸とされています。２０１０年６月時点での申請では、

１３０万戸を突破したとの報道でした。２０１０年の年末までに交付金の支払
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いが行われるとのことですので、既に完了しているものと理解しております。

そこでこの制度に関することについて、町長に伺います。 

 一つは、制度の概要について。 

 二つ目は、本町の事業加入状況、面積等について。 

 三つ目に、本町の農家の農業経営や経済効果について伺います。 

 四つ目に、制度の導入は本町のような中山間地の農業を守るため、有効な手

段と考えられるかどうか。 

 五つ目に、平成２３年度は本格実施となりますが、本格実施となりますと、

変更点があればその変更点について伺います。 

 六つ目に、平成２３年度の農家への説明会について伺いたいと思います。 

○議長（大西慶治君） 町長。 

○町長（尾上武義君） それでは、戸別所得補償制度につきまして、お答えを

いたします。 

 １点目の制度の概要についてでございますが、この制度は販売価格が生産費

を恒常的に下回っている農作物を対象として、その差額を交付することにより、

農業経営の安定と国内生産の確保を図るとともに、食料自給率の向上と農業の

多面的機能を維持すること目的に、国が進めている政策でございます。この戸

別所得補償制度のモデル対策は、２本の大きな柱からなっております。その一

つが米のモデル事業でございまして、主食用米をつくっている農家に対して、

主食用米の作付け面積、１０ａあたり１万５０００円と、米価変動補てん交付

金を直接支払いにより交付して、水田農業を担う農家の経営安定を図る政策で

す。 

 もう一つの柱が水田に主食用米ではなく、麦、大豆などや米粉用米、飼料用

米といった自給率の向上に貢献する作物の生産を行う農家に対して、主食用米

をつくった場合と同じ水準の所得が得られるよう、作物に応じた金額を直接支

払いにより交付する自給率向上事業でございます。 

 ただし、この制度の対象は、「需給調整に参加している農家」いわゆる、転
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作達成者が該当となります。また両事業においては、販売目的で生産する販売

農家が対象でございます。 

 ２点目の本町の事業加入状況、面積等についてでございますが、対象農家数

８０５戸、水田面積が３０２haのうち、「米のモデル事業」は２０戸でござい

まして、約７ha、「自給率向上事業」は２４戸で、約４haでございまして、重

複する農家もございますが、合わせて４４戸で６％、面積で１１ha、約４％の

加入となっております。 

 ３点目の農家経営や経済効果についてでございますが、本制度は農家の所得

を補償する制度でありますが、当町の農家は大多数が販売農家ではなく、自家

用の米や野菜を栽培している自給的農家であり、この事業による効果は他の市

町に比較して低いものと判断をいたしております。 

 ４点目の制度の導入によって、町の農業を守る有効な手段と考えられるのか

ということでございますが、３点目でもお答えをさせていただきましたが、農

家１戸当たりの耕作面積が零細であり、この地域では農業を守る有効な手段で

あるとは考えにくいものでございます。現在取り組んでいただいております中

山間地域直接支払い交付金や、農地・水・環境保全向上対策事業などを活用し

ながら、中山間地域の農業を総合的にとらえていかなければならないと考えて

おります。 

 ５点目の平成２３年度からの本格実施に対しての変更点についてですが、従

来の水田営農に加え、畑作でつくられる麦・大豆・そば等の戦略作物について

も対象となりまして、畑作営農については「数量払い」「面積払い」が併用さ

れます。 

 「数量払い」は指定作物に対して収量単価が設定されており、収穫量に対し

ての補償となります。「面積払い」は前年度の生産面積に基づき交付をされる

もので、１０ａ当たり２万円と設定されております。そのほか戸別補償全体に

対しての加算措置として、戦略作物の品質に応じた加算や、農地の連担化に対

する規模拡大加算、集落営農の法人化支援などの加算措置がとられる制度でご
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ざいます。 

 ６点目の平成２３年度の農家への説明会についてですが、東海農政局と日程

を調整中です。説明会の日程が決定され次第、対象農家に対して前年度と同様

に回覧による周知を行ってまいりたいと考えておりますので、ご理解をお願い

し答弁とさせていただきます。 

○議長（大西慶治君） 山本議員。 

○３番（山本勝征君） 再質問をさせていただきたいと思います。 

 今、町長のほうから答弁いただきましたように、大変加入率というんですか

申請率というんですか、低いということでございます。これ私もちょっと資料

をいただいているんですけども、極端に大台町は低いですね。隣の大紀町は結

構高いパーセントが出ております。それから松阪市の中で、それぞれの町村で

水田農業推進協議会というのを立ち上げているようなんですが、松阪市の場合

には飯高、飯南も別々に協議会を立ち上げておりまして、これ見ますと飯高は

１％、それから飯南は３％で、大台町は５％、今６％というようなお話でした

けども、５％というようなことで出ているようでございます。ほかはかなり高

いというようなことで、この農政局なんか県なんかわかりませんけども、資料

が来ている中で、その加入率が高いというのは新制度へのいわゆる対応が早か

ったというんか、熱意があったというんか、そういう地域は加入率がわりあい

高い傾向になっているというようなこと。 

 ただ大台町のような中山間地の場合には低い、調整が困難で加入率が低いと

いうような傾向が出ているようでございます。大台町は低いということなんで

すが、そして私の３番と４番目に質問、細部の質問の中で、そのいわゆる農家

経営や経済効果についてはどうか、効果は低いであろうという町長のご答弁で

ございます。 

 それから、４番目におきましても、農業を守る有効な手段と考えられるかど

うかということについても、余り考えられにくいと、零細農家が多いので考え

られにくいという答弁でございます。私もそういう傾向は充分認識しているん
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ですけども、この戸別所得補償制度で尐しでも農家の収入を上げる、尐しでも

実入りをよくするというようなことからすれば、もう尐し申請をしていただい

て加入率を高めてもいいんじゃないかと、高くなってもいいんじゃないかと、

こういうふうに考えている観点から質問させていただいたわけなんです。余り

にも５％というのは、全県的にも低すぎへんかと、先ほども言いましたように、

隣の大紀町あたりでもかなり段々畑というんですか、中山間地に近いところで

も高い率で加入申請しているというようなことを考えれば、今言ったようなこ

とを考えてもいいんじゃないかというふうに思っているわけなんです。 

 と言いますのは、ちょっと大台町と違いますけど、明和町とか多気町とかい

う農家の方と、何人かとも話をしたんですけれども、結構この制度はいいと、

農家にとってはいい制度であるということを言っているわけなんです。実入り

がよかったと、今年にもついても固定部分と変動部分ですか、この部分で結局

反あたり３万１０００円いただいたというようなことからすると、結構いい制

度であるということが言っているわけなんです。条件的には違いますけども、

そういうような点からしても、加入して尐しでも実入りをよくするというよう

なことを農家が考えれば、私は申請して加入して、そういうようなものをいた

だいていけばいいんじゃないかと思う。そうすると農家の収入所得も上がって

くるんじゃないかと、こういうふうに考えているわけなんです。 

 担当さんとも５反を中心にいろいろ話をしたんですけど、反別５反がわかり

やすいのでしたんですけど、５反ですと、５・４、２反は生産調整をせんなら

んと。そのうちの１反は自家用米として引かれると、そして残りの２反につい

て、いわゆるその固定部分と変動部分の金が振り込まれると、こういうような

ことになります。それで、いわゆるそれで同じように米をつくっておれば、加

工米あたりにすると、加工米は今年はちょっと統計によって違うらしいですけ

ど、１俵当たり６０００円ぐらいすると、ＪＡのほうで聞くと６０００円ぐら

いであると、そうすると８俵ぐらいで１反当たり４万８０００円、２反で１０

万円近い金なると、そういうようなことを考えると、米をつくって加工米とし
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て申請すれば、そういうような金が入ってくるというような点からしても、申

請しても損はないんじゃないかと、こういうふうに考えているわけなんです。

そういうような点からですね、もう尐し大台町の農家の皆さんも勉強して、研

究してというんですか、この申請をすればよかったんじゃないかと、こういう

ふうに考えておりますので、その辺のところもう一度町長に、これから平成２

３年度について、説明会があればこの放送を聞いていただいて、もっと説明会

にも行って申請もしてもらえればいいんじゃないかと、こういうふうに考えて

いるわけなんです。農家の所得収入を上げるという点、尐しでもお金をいただ

いて、農業をしていくという観点に立ってすればいいんじゃないかということ

で、説明会これからあるということでございますので、そういうようなことを

もちろん農家自身の問題にもなりますけども、考えていけば尐しでも実入りは

よくなると、こういうようなことを思っていますので、そのようなことについ

て、もう一度町長に今後のことであるとか、私今話したことについて、答弁を

考え方を聞きたいと、このように思います。 

○議長（大西慶治君） 町長。 

○町長（尾上武義君） ありがとうございます。 

 担当のほうもこの件については、当初から国あるいは県等の説明も聞いて、

尐しでも加入するようにというようなことで、啓発にも努めてきたところでも

ございますし、また農業委員会等でもそのような説明もさせていただく中で、

対応してきたところでもございます。ただ転作が必要というようなことでもご

ざいますし、まず４０％やっていなきゃならんと、こういうようなことで、多

くやっていただいている人もおりますし、またその４０％に達しないというよ

うな農家もあったり、受ける受けられないというふうな方も中にもあるようで

もございます。 

 しかし、その４０％を超えておるということは、まず前提条件ではございま

すけれども、そういったようなことも踏まえながら、尐しでもその所得が上が

る、収入が上がってくるというようなことの中で、しっかりともう尐し啓発は
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していかないかんのかなというように思います。そういう意味で広報なりある

いは行政無線で啓発をするとかいうようなことで、尐しずつ意識を変えていた

だくとか、あるいはその説明会にも来ていただくとか、そういった努力は当然

行政としても必要なことでもございますので、充分にそこら辺も踏まえながら、

今後しっかり対応してまいりたいと思います。 

 この国のほうの東海農政局ですね、ここと日程調整中でございます。決まり

ましたら、昨年加入していた人のみならず、多くの方々にしっかり連絡をさせ

ていただく中で、尐しでも多く参加をしていただるような形で対応してまいり

たいというふうに思いますので、その点よろしくお願いしたいと思います。 

○議長（大西慶治君） 山本議員。 

○３番（山本勝征君） じゃ続きまして、２問目の問題に入りたいと思います。

二つ目は、農山漁村の６次産業化についてということで、質問をしたいと思い

ます。 

 近年、農業は専業農家の減尐、後継者不足など、取り巻く状況は年々厳しく

なっております。中山間地においては、過疎高齢化のため休耕地、荒れ地等が

増加、農地の維持がままならない状況であります。また地域の活力が乏しくな

り、都市部とは格差がだんだん大きくなるばかりです。農業や漁業は産業分野

では、第１次産業に分類されると理解しております。地域や農業の活性化をと

いったことから、６次産業化といったことが、マスコミにも取り上げられ、注

目度が高くなりつつあります。 

 農水省は、昨年１１月に成立した６次産業化法の施行日を３月１日とすると

いう報道もありました。ですが、新聞等によりますと、３月１日に施行された

という報道もちゃんとありました。そこで次のことについて伺いたいと思いま

す。 

 一つ、６次産業化とはどういうことなのか。 

 二つ目、本町の６次産業化されたものに、２、３例示いただきたいと思いま

す。 
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 三つ目は、地域の産業や経済の効果について、伺いたいと思います。 

 四つ目は、本町における６次産業化の促進について、伺います。 

 五つ目は、経済的な支援制度について、資金支援もあるというふうに聞いて

おりますので、このことについて伺いたい、このように思います。 

○議長（大西慶治君） 町長。 

○町長（尾上武義君） それでは農山漁村の６次産業化について、お答え 

いたします。 

 まず１点目の農山漁村の６次産業化とはについてでございますが、６次産業

とは農畜産物、水産物等の１次産業としての生産だけでなく、第２次産業とし

ての食品加工、第３次産業としての流通販売にも、農業者が主体的かつ総合的

に関わることによりまして、加工費や流通マージンなどの、今まで第２次、第

３次産業の事業者が得ていた付加価値を、農業者自身が得ることによって、農

業を活性化させようというものでございます。 

 その支援対策として、「基幹対策」と「市場拡大対策」の二つの対策があり、

基幹対策では農林漁業者の加工販売への取り組み促進に対する支援と、農山漁

村に由来する資源の活用促進に対する支援がございます。また市場拡大対策で

は、国内市場活性化に対する支援と、海外市場開拓支援がございます。これら

の支援を活用しながら、農山漁村における雇用の確保と所得の向上、国産品の

需要拡大と自給率の向上を図るものでございます。 

 ２点目の本町での６次産業化の取り組みについてでございますが、まずはお

茶が上げられると思いますし、また水の製造販売も上げられるだろうと思いま

す。そして浦谷地区では、これまで自家用として栽培をしておりました柚子を

加工し、「柚子コショウ」として商品化し、長ケ地区では地域でつくった餅米

を加工し、「ないしょ餅」や「あられ」などの商品化を行い、道の駅などで販

売しております。 

 また宮川漁協が鮎を養殖し、鮎料理を清流茶屋で提供していると、こういう

ことが一つの事例として上げられるだろうと思います。 
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 そのほかには、宮川森林組合で取り組んでおります地域性苗木の生産販売な

ども６次産業の一環であると考えております。 

 ３点目の地域の産業や経済への効果についてですが、これまでは第１次産業

製造者、加工業者、販売者という流れで、それぞれが役割を担ってきましたが、

６次産業化の取り組みでは、農業者を中心として１次産業の担い手である農業

者が、２次、３次産業に進出するだけでなく、建設業、観光業などの２次、３

次産業の企業が、１次産業に進出するケースも考えられます。６次産業の担い

手、それぞれが競争意識を持って、地域資源の高付加価値化などに向けて努力

する、そうした中で異業種間の連携が始まり、これまでと違った視点による新

たな商品開発などが期待できると考えます。またそこから新たな市場開拓につ

ながり、経済効果はさらに高まる可能性が大きくなるのではないかと考えてい

るところであります。 

 ４点目の６次産業化の促進についてでございますが、先ほど答弁をさせてい

ただきましたように、町においても６次産業の取り組みが行われてきておりま

すが、十分ではないと思います。町にはお茶を始めしいたけ、野菜、水など自

然環境に恵まれた地域資源が数多くありますが、まだまだ生かしきれていない

部分もございます。食物の安全安心を求める国民のニーズがある中で、この豊

かな地域資源を生産、加工、販売していくことにより、雇用も生まれ地域も活

性化していくものと期待をしております。そのためには例えば１次産業で生産

者が加工販売といった従来は参加してなかった、２次、３次産業にも進出する

など、６次産業の担い手それぞれが新たな分野に参画、あるいは連携すること

によりまして、地域資源の高付加価値化等に取り組んでいただく必要があると

考えております。 

 町といたしましても、こうした意欲のある町民の皆様に対しましては、国の

支援制度や県の産業支援制度等を活用しまして、専門のアドバイザーを派遣す

るなど、６次産業への取り組みを支援してまいりたいと考えております。 

 ５点目の経済的な支援制度についてでございますが、対象者は農林漁業者が



 84 

行うもので、ソフト面の支援メニューとしては、総合的なサポートを行う人材、

体制の確立支援、交流会、技術研修会等の支援、新商品開発や販路開拓、知的

財産権の取得に関する情報提供、農林水産物・食品の地域ブランド化の取り組

み支援などがございまして、それぞれ内容により国の補助を直接受けることが

できるわけであります。 

 またハード面では、加工販売施設や農林漁業用機械施設の整備に対する国の

補助制度が創設されております。そのほかには無利子融資制度や、短期運転資

金、新スーパーＳでございますか、この貸し付けなどがございます。町にとっ

て小規模でも多くの６次産業が生まれることにより、雇用の確保と所得の向上

につながり、農山村の活性化につながるものと考えておりますので、ご理解を

お願いし、答弁といたします。 

○議長（大西慶治君） 山本議員。 

○３番（山本勝征君） ６次産業というのは、生産、加工、流通ていうんです

か、販売ていうんですか、これを一環してやるというようなご答弁がありまし

た。６次というのを調べてみたら、農業は１次であると、加工は２次であると、

流通ですか、これは３次、１＋２＋３で６になるもんで、６次産業化というこ

と、東京大学のちょっと教授の名前は忘れたんか、提案したそうですね。それ

から６次産業化というのが言われるようになったと。一貫した作り方、生産の

仕方、加工の仕方、売り方ということで出たようでございます。 

 それはともかくとしまして、農村というんですか、山村ていうんですか、私

たちの住んでいるところは、私の考えですけども、衣食住、これを兼ね備えた

地域は、人間が生きるに必要なものをほとんどすべて提供しているような地域

だと思うんです。食はもちろん、それから住、山林から木が出てきますから、

そういうような点。それから、生きていくのに最も大事な空気であるとか、水

の浄化、これも農村ていうんですか、我々の住んでいるところで、浄化したり

それを提供しているということが多い地域だと思うんです。だから、農村、山

村に住んで生産農業をやったり、そしてそれを加工したり売ったりするという
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ことに、私は誇りを持ってやりたいし、やってほしいと、こういうようなこと

を思っているわけなんで、常々思っているわけなんですけれども、その農村こ

ういうような地域の特色を生かして地域を活性化したり、あるいは農業を活性

化したり、あるいは加工や流通に関わっている人たちの活力を生み出していく。

こういうようなことを後押ししていただくのが、行政の大きな仕事でもあると

いうふうには考えているし、思っているわけなんですよね。 

 それで、町長の先ほどのご答弁でありましたように、お茶であるとか水の製

造であるとか、宮川漁協のいろいろなことやっていることであるとか、宮川森

林組合の苗木ですか、こういうようなことも含めて、やはりそれぞれのところ

の収入にもあがるし、町の活性化にもなるし、そして雇用も場合によっては生

んでいくと、生んでいると、こういうようなことになりますので、６次化をす

るということにつきましては、私は一生懸命で町としても促進していってほし

いと、こういうようなことを考えているわけなんです。 

 で、４番目で本町における６次産業化の促進についてどうやということを、

お聞きましたら、町長の答弁では十分生かしきれていないというようなご答弁

もありました。しかしさっき言ったような観点からしましても、十分生かしき

っていただいて、そして、町の活性化なり地域の活性化なり、農業者の励みに

なるような６次産業化というものをやっていっていただきたいと、こういうふ

うに考えているわけなんです。 

 先ほどの農業者の戸別所得補償制度においても、十分農地や地域を生かしき

れない部分もあるし、低落しているという部分もあるわけなんですから、農業

者がつくった米を、あるいはしいたけを、あるいはフキを、あるいはその他の

ものを道の駅なんかでどんどん売っていただくような方策も取っていただけれ

ば、これまたいいことになるわけですから、そういうような点で、６次化をも

うどんどん進めていく、促進するということも大事なことでありますので、そ

ういうようなことを、十分生かしていただくように、町行政としても考えてい

ただきたいと、こういうように思っているわけなんです。町の自立促進、ごめ
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んなさい、過疎地域自立促進法の農業部門のところでも見てみましたら、その

対策で６次化の促進をするということは、問題解決として６次化をするという

ことをちゃんと上げているわけなんです。そういうような点からしましても、

私はもう尐し６次化ということについて、大台町は熱を入れてもいいんじゃな

いかと、こういうふうに思います。 

 お茶にしましても、お茶をつくって加工まではいいけども、そのなかなか三

つ目の流通販売、これがなかなかうまくいかないんだと思うんです。だからお

茶農家は苦しんでいると。だからそれが６次化の中で、生産、加工、流通がス

ムーズにいけば、お茶農家あたりも元気が出てくるんじゃないか、こういうよ

うなことを考えておりますので、もう尐し力を入れていただいて、いろいろな

制度を利用して、農家や意欲のある方たちにアドバイスを、支援をしていただ

きたいと、こういうふうに思うわけなんです。 

 平成２３年度の国の予算の中でも、６次化法に１３０億円ぐらい組まれたと

いう項目がございます。まだ国の予算はどうなるかわかりませんけれども、そ

ういうようなことで、国もかなりこれに力を入れて、農山漁村の活性化、地域

の活性化、関わっている人たちの意欲を引き出そうとしておりますので、町と

してもこういうような観点からしっかりやっていただきたいと、その６次化の

なかなか実現というんですか、実践というのは難しいと思いますけども、もっ

ともっと力を入れていただきたいと、こういうふうに思っておりますので、再

度町長のその元気ある、まだまだ町長は若々しいですし、回転も早いと思って

おりますので、そういうような点から元気のあるご答弁をお願いできればと思

います。 

○議長（大西慶治君） 町長。 

○町長（尾上武義君） ありがとうございます。 

 大変いいご質問を頂戴をいたしまして、本当にありがたく思っております。

この今までは本当に生産だけやったんですね。木でも山から切り出して、その

まま市場へ持っていく、素材のまんまで出していくという、そういう状況がず
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っとこれまで続いてきておりました。片や飯南のほうの谷は、製材業者が５０

数社、家庭内で家族、従業員も含めながら、５０数社が点在して、柱とか板と

かいろいろな形に加工して、付加価値をつけて販売してきたという、こちらの

谷は素材だけ出してきたという、そういう経緯があったんかなと思うんですね。

昭和４５年ごろの減反政策が出てきたころに、当時の旧宮川村でも、やはりそ

れだけではやっぱりいかんよなと、転作をするんやったら、その転作作物を利

用して何か加工していくというふうなことも大事やわなというようなことで、

今の宮川物産の元ができていた。昭和４８年にできてきたんですが、そのころ

で１次と２次と足して２で割って、１．５次産業と言われるような、そういう

位置づけがあって、それなりに従業員も雇いながら、就業機会の確保という 

ようなことでの走りが一つの芽生えが出てきた部分があったかなと思います。 

 そういうことで、この６次産業というのは、本当に私もピンときたんですけ

ども、いわゆるこれまでの流通経路というものをショートカットして、すべて

自分たちで生産し値段もつけて、より安く安全なものを提供していきましょう

と、そういうようなスタイルができてくると、これすばらしい話やなというふ

うに思っております。 

 そういうことで、それは一つは制度利用もさせていただかんならんと思うん

ですけれども、やはり携わっていただく方の収入の確保ですね、そしてまた就

業機会の確保にもつながる。やがては生きがいとかですね、あるいは健康づく

りにもつながっていく。そしたら地域がどんどん活性化してくるという、本当

にすばらしい方策があるんかなというふうに思っております。 

 そういうことで、何とかしていかないかんなという思いは、当然あるわけで

す。ただ汗のかき方なんですけれども、行政ばかりが汗をかいておってもあき

ませんので、そういった農業者の皆さん、農林漁業者の皆さんが、やはり一緒

に汗をかいていただいて、そしてまたリスクも負ってやっていこうと、こうい

うことが大事やないかなと思うんですね。昭和５５年当時、また旧宮川の話で

申しわけないんですけれども、グリーンアスパラを栽培しようというようなこ
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とで、これはいわゆる四国が出てくる。そのうちに三重からして、その後で長

野、北海道が出てくる。長野・北海道が出てきたら、大規模ですんで、値段が

崩れてしまうというようなことで、その前に出す必要があるというようなこと

で、いろいろ作戦を組みながら、山村振興事業でものすごく手掛けたことがご

ざいます。もうコンベアつくったり、冷蔵庫へ入れたり、あるいは印刷もして

やって、数ヘクタールたんぼのところを割って、かかった経緯がございます。

２、３年でアウトになっていったんですけども、そういうような価格の変動が

いろいろある中で潰れていく部分もあるわけなんですけれども、一貫してそう

いうことは、私は当然やっていかないかんなと思うんですね。そこでやはり担

当職員も含めて、先生先ほど言われた熱意というんですかね、これが大事やと

思うんですね。こういうものを一つどんどん入り込んでいく、そしてまたそれ

が地域をつくっていくんだというようなことでございまして、この間も健康ほ

けん課長と話をしておったんですが、健康というこの最終的な目標達成をしよ

うと思えば、何も健康ほけん課だけがかかわって、健康づくりやらないかん、

病気治したらいいんだと、それだけやなしに、教育委員会の体力づくりとか運

動とか、体協なんかもまくりながら健康づくり、片や産業課のほうでもいろい

ろな生産物をつくりながら、生きがいづくりとか、健康づくりとか、そういう

のもつながっていくやろ、それは言うたら最終的な健康なんやという、そうい

う部分ということでも非常に大事なことやないかというなことで、話をさせて

もらったことがあるんですけども、そういう思いも私も十分に持っております

んで、今後の課長のほうもそこら辺は十分理解はいっていると思うんですが、

そういうようなことも含めながら、きちんと対応してかないかんなということ

を思っております。 

 幸いこれ国のほうの６次化法というのができてきてもおりますし、予算化も

これはそのように対応はできているわけでもございます。これはなるかならん

かまだわかりませんが、そういう状況でもございますので、しっかりと対応し

ていかないかんなというふうに思っておりますんで、そのことだけお伝えさせ
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ていただきたいと思います。 

○３番（山本勝征君） それじゃ３点目に移りたいと思います。 

 小学校５、６年生の外国語教育、外国語活動と正式には言うようですけども、

わかりやすく教育、英語の必修化について伺いたいと思います。 

 平成２３年度から、小学校５、６年生の外国語教育が必修となります。世界

各国においても、小学校段階から外国語教育が盛んに行われているようでござ

います。それが状況のようですが、日本でも導入するについては、賛否両論あ

り、長年議論されてきました。２年間の小学校での試行を経まして、すべての

小学校５、６年生で、英語教育が必修として行われることになります。そこで

次のことについて教育長に伺いたいと思います。 

 １番目に、なぜ必修化されたのか。 

 二つ目は、授業の内容、授業の時数、授業の担当等について伺いたいと思い

ます。 

 三つ目は、本町の外国語教育の必修化への対応について伺います。 

 四つ目は、課題は何なのか、伺いたいと思います。 

○議長（大西慶治君） 教育長。 

○教育長（村田文廣君） 山本議員の第３問目の質問にお答えいたします。 

 まず第１点目の外国語教育が必修化されたのかということでございます。小

学校の英語教育なぜと言いましても、先ほど議員が申されましたように、呼称

のほうは外国語活動というふうになってございます。この必修化につきまして

は、やはり国の英語教育政策が大きく関わっております。 

 わが国の英語教育政策が、どのように立てられているかと申しますと、現在

の日本の英語教育は、平成１４年７月に「英語が使える日本人」の育成のため

戦略構想が文部科学省より発表され、それに基づきまして、平成１５年３月に

英語が使える日本人の育成のための行動計画が策定されました。そしてこの行

動計画に沿って改革が進められております。 

 この中で示されている最終目標が、大学を卒業したら仕事で英語が使える、
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こういう人材の育成でございます。政治経済はもとより、現在の日本ではさま

ざまや分野・領域で世界の国々と深く関係し合っておりまして、今後もより一

層、多くの分野で世界の人々のコミュニケーションができる人材が必要になっ

てきております。 

 現在多くの国では、英語教育は国の施策の一つとして考えられていますが、

日本でも専門分野に必要な英語力や国際社会で活躍する人材に求められる英語

力を身につけた人材育成は、国家的な課題であるとして、行動計画が立てられ

ました。最近の新聞にもございましたけれども、日本のある衣料メーカーでは

社内の公用語の英語にするという方針を明示したとありました。英語力のある

人材を必要とする企業が、今後ますます増加してくるのではないかと考えてお

ります。 

 先ほど述べました大学卒業段階での目標に向かって、高校、中学校さらに小

学校で段階的に教育を進めていくことが求められています。行動計画の中では、

中学校卒業段階で「英語検定３級程度」、これは身近な話題について、平易な

コミュニケーションができるレベル。それから高校卒業段階で、「英語検定準

２級から２級程度」、こちらのほうは日常的な話題について、通常のコミュニ

ケーションができるレベルが目標として掲げられてございます。いずれも卒業

者の平均値でございます。 

 このため、平成２４年度より中学校では、各学年週１時間授業がふえますし、

高校では平成２５年度から英語の科目が再編される予定がありまして、中学校、

高校の英語教育を強化していく方向が強く打ち出されております。このように

中学校では英語の基礎力を、高校ではこれを発展させて、通常のコミュニケー

ションに困らない英語力を、そして大学では専門領域の高度な英語力を身につ

けさせるという流れの中で、小学校の外国語活動が必修されてまいりました。 

 第２点目の授業内容、授業時数、授業の担当者等についてでございますが、

まずおさえておきたいのは、この小学校の「外国語活動」は、国語・算数・体

育などという教科ではございません。教科ではありませんので、教科書や英語
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の教員免許も必要ないということになります。また評価のほうも、ほかの教科

のように数値で行うのではなくて、文書表記するようになってございます。 

 小学校の外国語活動には、どのような役割が求められているかと申しますと、

新しい学習指導要領によれば、その目標に外国語を通じて言語や文化について、

体験的に理解を深め積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成を

図り、外国語の音声や基本的な表現に慣れ親しませながら、コミュニケーショ

ン能力の素地を養うとあります。 

 この目標から言えますことは、いわゆる勉強は中学生になってからでよいの

で、小学生のうちは生の体験を積むことが大切であるということでございます。

自分の気持ちや意見をしっかりと他の人に伝え、他の人の考えをきちんと理解

しようという意欲を育てることこそが、言葉を学ぶ上では何よりも大切である

とする考えでございます。あくまでも外国語に慣れ親しむのであって、小学校

段階では音声や表現を正確に覚えることを求めるものではないこと。そもそも

知識を付けること自体が求められていないという確認しておく必要がございま

す。 

 小学校における外国語活動は、外国語活動のイメージでございますけれども、

黒板に向かって着席して静かに話を聞く姿でも、ドリルに取り組んでいる姿で

もなく、子どもたちが教室で間違いなどを気にすることなく、英語を口にしな

がら楽しくコミュニケーション活動に取り組んでいる姿でございます。そして、

このような子どもたちが臆することなく言葉を使って、やり取りすることこそ

コミュニケーション能力の素地にほかならないと考えます。 

 小学校の外国語活動は５、６年生で行いますが、授業時数は各学年、年間３

５時間、週１時間となっております。授業内容については、英語を聞いたり話

たりすることに慣れ親しむことが中心となります。先ほども申しましたが、教

科書はございません。しかしそれでは、専門の勉強をしたことがない小学校の

先生では難しいだろうということと。目標や内容を統一するために、文部科学

省は「英語ノート」を作成し、これを配布して一定の授業ができるようにして
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います。各小学校でもこの英語ノートを活用しております。授業は、５、６年

生のそれぞれの担任が行うことになっております。 

 第３点目の本町の外国語教育の必修化への対応についてでございますが、こ

の外国語の授業につきましては、議員先ほどおっしゃられましたように、平成

２１年度から移行措置に入っておりまして、各小学校ではもう既に取り組んで

きております。 

 そこで、教育委員会といたしましては、昨年度でございますけれども、「新

学習指導要領」外国語活動の内容の取り扱いの項に、「授業の実施にあたって

は、ネイティブ・スピーカーの活用につとめる」とあります。ネイティブ・ス

ピーカーといいますのは、幼児期からその言語ですね、英語であれば英語を話

した人ということになりますけれども、その各小学校の取り組みは週２時間で

ございますので、本町には国際交流員、教育委員会のほうにおりますので、そ

のＣＩＲを派遣し英会話などの活動に、生の英語に触れる取り組みをしてござ

います。 

 また小学校の教員で、中学校等の英語の教員免許を持っているものは、ほと

んどおりません。ですので、小学校の教員の英会話能力の向上を目指して、国

際交流員による英会話教室等も実施していきたいと考えております。既に取り

組んでいる学校もあるのですが、できていない学校もありますので、足並みを

そろえて取り組んでいきたいと考えております。 

 第４点目の課題についてでございますが、課題の一つは小学校の教員の指導

力の向上でございます。先日の新聞に全国の小学校教員の６８％は外国語活動

の指導に自信がなく、６２％が負担を感じているという調査結果の記事が載せ

られておりました。小学校の教員の免許をとる時に、英語教育は想定されてお

りませんでして、今の小学校の免許を持っている教員の多くは、そのような教

育を受けてございません。あくまでも一般教養で英語を学習することはあって

も、専門的な教育は受けておりませんので、そのためにも個々の教師の英語力

を高める必要があるかと考えております。 
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 それとともに、現在教材として英語ノートを利用してございますけども、さ

らに教材を整備していく必要があるかと存じます。 

 二つ目は小学校の外国語活動で、子どもたちは楽しくコミュニケーション活

動に取り組んでいますが、中学校になると平成２４年度から週３時間の学習が、

週４時間となります。新指導要領の外国語編によりますと、実際に言語を使用

して、互いの考えや気持ちを伝え合うなどの活動において、活用することが重

要であるとしておりますが、頭で理解するだけでなく、使いこなせるようにす

ることが、やはり中学校でも求められています。 

 しかし中学校では、今までのように読むとか、書くの学習がございます。そ

のために小学校から中学校へのつなぎがうまくいくように図っていかなければ

ならないと考えております。そのために来年度から考えております、小中連携

教育推進事業と、それを活用しまして、取り組んでまいりたいと考えておりま

すので、ご理解を賜りますようお願いいたしまして、答弁とさせていただきま

す。 

○議長（大西慶治君） 山本議員。 

○３番（山本勝征君） 残り時間が尐なくなってきましたんで、なってきたん

ですが、ちょっと二次質問させていただきたいと思います。教育長も言われま

したように、その担当する教員は担任がするということで、当然担任は、小学

校の先生方は英語の明許を持ってませんし、英語の専門的な教育をしたわけで

もないわけですね。その人たちが教えなければならない。これはかなり負担に

なると思うんです。楽しみながらということでいいというような、文法とか、

それから作文とか、そういうようなものを教えるわけではないんですけれども、

やはりそれでも負担になるというふうに思います。 

 結局教員の研修ですね、誰が担当するかわからんわけですから、研修をして

いくということが、非常に大事だと思うんですよ。教員というのはやっぱり子

どもたちに、あるいは児童生徒に教えながら、自分が勉強していく。その部分

がたくさんあるわけです。特に新しい教科をやる場合には、教材勉強もします



 94 

けども、子どもたちに教えながら、自分が勉強していくという部分が、本当に

たくさんあるわけなんですよ。だからそういう点で、これから先生方は一生懸

命教えながら勉強していくんだと思うんです。それで自信を持ってくると思う

んですけれども、やはり担任教員、小学校の教員の研修をどういうふうにして

いくか。町独自でできないもんなのかどうか。三重県ではどういうふうに、文

科省ですね、これは研修そのものをどういうふうに考えておるのか、１点お聞

きしたいとこのように思います。 

 それとですね、担任だけじゃなくして、ＡＬＴとか、ＣＲＩっていうんです

か、ＣＩＲですか、の方がみえるんですが、これだけではなかなか補助的に間

に合わない時間的にこれは間に合わないんじゃないかと思いますので、使って

も。そこでちょっと町独自で、教育委員会の特色づけで私は町内に英語の得意

な人とか、英語の免許を持った人とか、そういうような方が何人かみえると思

いますので、そういうような人たちを支援員というんか、そういうようなこと、

町独自でつけてＴＴでやるというような方法はないんかどうか。そういうよう

な考え方はどうなんか、教育長にその２点だけ聞きたいと思います。 

 というのは、余り自信のない先生方に教えてもらうというのは、子どもたち

にも負担になると思うんですよ、結局は。 

 教員にも負担になるけれども、子どもたちにも負担になるということが出て

くると思いますので、子どもたちに負担をかけないというような点からも、そ

の２点だけ、ほかにも幾つか話の中であるんですけれども、その２点だけ残り

の時間で答弁してください。 

○議長（大西慶治君） 教育長。 

○教育長（村田文廣君） まず１点目の研修についてでございますが、文科省

までいきますと、全国の研修になりますが、県の方でも総合教育センターを中

心に小学校教員の外国語活動への研修という、こういうプログラムを組んでご

ざいます。 

 それから、町のほうにしましては、先ほども申しましたけれども、小中連携
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教育を来年から進めさせていただこうと考えておりまして、その中で中学校の

数も小さい学校ばかりになってきまして、その教員が一つの学校に一つの教科

しか教員がいないと、横のつながりもないんですので、縦だけじゃなくって、

横のつながりも含める中で、中学校の英語教員と小学校で英語を担当する担任

の方との交流というんですかね、そういうのを含めながら、ちょっと研修のよ

うなものをしていきたいと考えています。 

 本年度も既に外国語活動に関しての授業研究に取り組んでもらっている学校

もございます。校長会等で話を聞かせていただくと、そうすると担任が授業を

しながら、そこにＣＩＲ、国際交流員が入ってやっていくという形で、実際に

もう既に取り組んでいただいておりまして、そういう形でうまく今のところは

いっているんではないか、各学校の様子を聞かせてもらっても、これといった

今問題は聞かせてもらってございません。 

 それから、先ほど申されましたＡＬＴ、ＣＩＲについてでございますけども、

各週１時間でございますので、４校の小学校、１日２時間あれば行けますので、

今ＣＩＲがすべての小学校に担任と一緒に入って、ＴＴで授業というか、外国

語活動に取り組んでございます。ゆくゆく先ほど申されました英語の得意な

方々、今大台町にも学習支援員で、フィリピンからお子様が入ってきてもらっ

ていますので、横についてそれこそ本当に同時通訳のような形で、英語を操っ

てみえる方もございますので、そういう方が恐らく町内にも何人もみえると思

います。ゆくゆくそういう方にも参加していただけるような、また方法も考え

ていかなきゃならんのかなとは考えてございます。 

 それから、ＡＬＴ、ＣＩＲなんですけども、ＡＬＴと申しますのは、もとも

とは日本語がしゃべれない英語教員、ＣＩＲは国際交流員でして、日本語が堪

能であって、日本語の文章を英語になおすというような形、文科省のほうでも

ＡＬＴの活用という形で書かれてはおるんですけれども、実際小学校へ打ち合

わせをするとなると、小学校の先生、英語をしゃべれる方が本当にないので、

それこそＣＩＲ、国際交流員の方の日本語の堪能な方と、打ち合わせをしなが
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らしていくのがベストかなと今思って、国際交流員の方に入っていただいてお

ります。また今後、研修について、あるいは支援員の方ですね、今後また検討

していきたいと考えますので、よろしくお願いします。 

○３番（山本勝征君） 終わります。 

○議長（大西慶治君） 山本勝征議員の一般質問が終了しました。 

 

   

○議長（大西慶治君） しばらく休憩します。 

 再開は２時４０分とします。 

                      （午後２時２５分 休憩） 

                      （午後２時４０分 再開） 

○議長（大西慶治君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 


